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美里町物品購入等一般競争入札（事後審査型）実施要綱 

（令和７年３月３１日決裁） 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、埼玉県電子入札共同システム（以下「電子入札システム」

という。）により、町が発注する物品の購入及び売払い、印刷製本及び製造の

請負、委託（設計、調査、測量及び土木施設維持管理に係る業務委託を除く。

以下同じ。）並びに物件の賃借等（以下「物品購入等」という。）に係る一般

競争入札（以下「物品一般競争入札」という。）の実施について、美里町契約

規則（平成９年規則第５号。以下「契約規則」という。）に定めるもののほか、

必要な事項を定めるものとする。 

 （入札方式） 

第２条 物品一般競争入札は、美里町が行う入札等に関する事務を電子情報処理

組織によって処理する情報処理システム（以下「電子入札システム」という。）

により行うものとし、入札参加審査等を落札候補者決定後に行う事後審査型

（電子入札システムにおける呼称は「ダイレクト入札」という。）とするもの

とする。 

 （対象案件） 

第３条 物品一般競争入札の対象とする案件は、町長が適当と認めた物品購入等

とする。 

 （入札参加者の資格） 

第４条 物品一般競争入札に参加する者に必要な資格（以下「入札参加資格」と

いう。）は、次に定めるとおりとする。 

 ⑴ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「令」という。）第１

６７条の４の規定に該当しない者であること。 

 ⑵ 美里町契約規則（平成９年規則第５号）第１７条の規定により美里町の一

般競争入札に参加させないこととされた者でないこと。 

 ⑶ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続き開始の申立

てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき

再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。ただし、再生手続開始

決定がなされ、競争参加資格の再認定を受けた者を除く。 

 ⑷ 美里町物品購入等競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名簿」という。）

に登載されている者であること。 

 ⑸ 公告日から落札決定の日までの期間に、美里町建設工事等の契約に関する

指名停止等措置要綱（平成２２年告示７０号）に準じ指名停止措置を受けて

いない者であること。 

 ⑹ 公告日から落札決定の日までの期間に、美里町建設工事等暴力団排除措置

要綱（平成１８年告示第８２号）に基づく指名除外措置を受けていない者で
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あること。 

 ⑺ 公告日から落札決定の日までに期間に、国又は地方公共団体から指名停止

措置又は指名除外措置を受けている者にあっては、町長が特に入札に参加さ

せることが適当と認める者であること。 

 ⑻ 電子入札システムで利用する電子証明書を取得し、利用者登録が完了して

いる者であること。 

２ 前項に定めるもののほか、必要があるときは、次の各号に定める事項に係る

参加資格を定めることができるものとする。 

 ⑴ 入札対象物品購入等に対応する業種 

 ⑵ 資格者名簿に登録されている営業所の所在地 

 ⑶ 入札対象物品購入等と同種又は類似する物品購入等で一定の基準を満たす

ものの受注及び履行実績 

 ⑷ その他必要と認める事項 

第５条 町長は、美里町工事等業者指名委員会に諮り、前条に定める参加資格の

ほか公告の内容等を決定するものとする。 

 （入札公告の方法等） 

第６条 令第１６７条の６第１項の規定による公告（以下「入札公告」という。）

は、電子入札システム及び美里町ホームページ（以下「ホームページ」という。）

に掲載して行うものとする。 

 （入札参加の申込み） 

第７条 入札参加希望者は、電子入札システムにおいて当該入札案件に対し「競

争参加資格確認申請書」を提出することにより、入札参加の意思を表示するも

のとする。 

２ 前項の競争参加資格確認申請書を提出し、電子入札システムにおいて自動発行

される競争参加資格確認申請書受付票を確認した者は、入札に参加することが

できる。 

 （仕様書等の閲覧等） 

第８条 仕様書等は、電子入札システムにより、入札に参加しようとする者（以

下「入札参加者」という。）の閲覧に供するほか、申出のあった入札参加者に

対し、期間を定めて貸与することができるものとする。 

２ 入札参加者は、仕様書等の内容に関して質疑があるときは、入札公告におい

て指定する質疑期間内に、電子入札システムにより町長に質問することができ

る。 

３ 町長は、前項の規定による質問があったときは、入札公告において指定する

回答期間内に、当該質問に対する回答を電子入札システムに掲載し入札参加者

の閲覧に供するものとする。 

 （現場説明会） 
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第９条 現場説明会は、原則として開催しないものとする。 

 （入札の執行） 

第１０条 入札は、入札公告等で指示した日時及び方法等に従い、電子入札シス

テムにより行う。 

２ 入札公告で指示がある場合を除き、入札参加者の数が１者であるときは、入

札を執行しないものとする。ただし、次に掲げる場合に、入札参加者の数が１

者になった場合はこの限りでない。 

 ⑴ 再度入札のとき。 

 ⑵ 入札参加資格の審査の結果、参加資格を満たしていない者がした入札を無

効としたとき。 

 （再度入札） 

第１１条 初度入札において落札候補者がいないときは、電子入札システムによ

り再度入札を行う。 

２ 再度入札に参加できる者は、初度入札に参加した者とする。ただし、初度入

札において無効の入札をした者は、再度入札に参加することができない。 

 （不落時の取扱い） 

第１２条 再度入札によっても、入札をした者（ 以下「落札候補者」という。） 

ががいない場合は、日時を改めて公告し、一般競争入札に付するものとする。

ただし、一般競争入札に付することができないときは、随意契約によることが

できるものとする。 

２ 前項ただし書の規定による随意契約の相手方とすることができる者は、再度

入札に参加したものとする。この場合、再度入札において無効の入札をした者

は、随意契約の相手方とすることができない。 

 （落札決定の保留） 

第１３条 町長は、予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札した者を

落札候補者とし、開札の執行から第１５条第２項の規定により落札を決定でき

るまでの間、落札の決定を保留するものとする。 

 （入札参加資格審査書類の提出等） 

第１４条 町長は、開札の執行後、速やかに落札候補者に対して入札参加資格の

審査を行うために必要な書類（以下「資格審査書類」という。）の提出を求め

るものとする。 

２ 前項の規定による求めを受けた落札候補者は、当該求めを受けた日の翌日か

ら起算して原則として２日（土曜日、日曜日、休日及び年末年始（以下「休日」

という。）を除く。）以内に資格審査書類を提出しなければならない。 

３ 落札候補者が前項の規定による提出期限までに資格審査書類を提出しないと

き又は入札参加資格審査に係る町長の求めに応じないときは、当該落札候補者

のした入札は、無効とする。この場合において、町長は、当該落札候補者以外
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の者で前条の規定により落札候補者となるべきものを新たに落札候補者とし、

資格審査書類の提出を求めるものとする。 

 （入札参加資格審査等） 

第１５条 町長は、前条の規定により落札候補者から資格審査書類が提出された

ときは、当該提出された日から起算して原則として３日（休日を除く。）以内

に、当該資格審査書類により落札候補者の入札参加資格を審査するものとする。 

２ 町長は、前項の規定による審査の結果、落札候補者が入札参加資格を満たし

ていると認めるときは、当該落札候補者を落札者として落札を決定するものと

する。 

３ 町長は、第１項の規定による審査の結果、落札候補者が入札参加資格を満た

していないと認めるときは、当該落札候補者のした入札を無効とするものとす

る。この場合において、町長は、当該落札候補者以外の者で第１３条の規定に

より落札候補者となるべきものを新たに落札候補者とし、落札を決定できるま

で前条及びこの条の規定による入札参加資格審査等の手続きを行うものとす

る。 

 （入札の延期等） 

第１６条 町長は、必要があると認めるときは、入札の延期及び中止並びに取消

しをすることができる。 

 （入札結果の公表） 

第１７条 町長は、落札者を決定したときは、速やかにその旨を当該落札者に口

頭又は書面により連絡するとともに、入札結果を、電子入札システムにおいて

閲覧に供するものとする。 

 （異議の申し立て） 

第１８条 入札参加者は、この要綱、関係法令等に基づく入札条件の不知又は内

容の不明を理由として、異議を申し立てることはできない。 

 （その他） 

第１９条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。 

 

  附 則 

 この要綱は、令和７年４月１日以降に公告を行うものから適用する。 


